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　07年4月、わが国ではがん対策基本法が施行された。男性の2人に1人、女性の3人に1人ががんになり、年
間32万人、実に3人に1人ががんで亡くなる時代である。この事態を踏まえ、国が法律に基づきがん対策を進め
ることを明記したことは画期的な出来事と考えられる。
　この法律には、がんに関わる基本的事項がすべて書き込まれている。たばこ対策を中心としたがん予防、がん
検診、がん医療の均てん化、そのための人材育成と情報の重要性、緩和医療の充実、そしそのすべてに関わる研
究の重要性が記されている。
　ここに記した多くの事項の実現に向けて、国、地方公共団体、医療保険者、国民、医師等が各々責任を有する
ことが明示された。ちなみに、その第6条には、「国民は、喫煙、食生活、運動その他の生活習慣が健康に及ぼす
影響等がんに関する正しい知識を持ち、がんの予防に必要な注意を払うとともに、必要に応じ、がん検診を受け
るよう努めなければならない。」とある。そして、まず国の責任で、わが国のがん対策の基本計画を作成する必要
がある。その際、国、実際には厚生労働大臣は、がん対策推進協議会の意見を参考にしなければならない。この
協議会のメンバーに、医学関係者や有識者だけでなく、がん患者、家族、遺族を代表する者も委員として加わる
ことが法律に明記された。私の知る限り、このような記載がなされた法律は見当たらない。時代は確実に変わっ
たことを実感する。
　07年4月1日に本法が施行され、4月、5月の2ヶ月ほどのうちに、がん対策推進協議会の意見を聞いて、国の
基本計画がまとめられた。これが07年6月15日、閣議で了承され、直ちに都道府県の基本計画が、本年度中に
国の計画にならう形で取りまとめられる。こうしてわが国のがん対策等が全国レベルで粛々と進められることに
なる。
　かつて、米国は1971年、ニクソン大統領の時代に「国家がん法」を成立させ、以来、それにもとづき、たばこ
対策、検診の充実、がん診療の推進と医療の均てん化、そして緩和医療を充実させ、1990年代後半からがん死が
減り始めた。
　わが国のがん医療に関わる人たちは、「がん対策法」あるいは「がん予防法」といった法律に裏付けられたがん
対策の推進を長く求めてきた。それがここ数年の患者、家族、国民の声を背景として、「がん対策基本法」として
遂に実現した。夢のようだ。米国に遅れること約30年、しかし、わが国は後発の利点を生かして、今後この法律
に後押しされてわが国でも強力ながん対策が推進され、がん患者の発生、がん死亡の顕著な減少の実現を目指し
たい。多くの医療従事者の御理解と御支援を仰ぎたい。
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